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報告 鉄鋼スラグ水和固化体を用いたＲＣ構造部材の力学特性 
 

田中 英紀*1・内藤 英晴*2・松永 久宏*3・高野 良広*4 

 

要旨：高炉スラグ微粉末と製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグ水和固化体によるＲＣ部材を作製し，曲げ耐力お

よびせん断耐力を静的載荷実験で調査した。曲げ試験では，荷重－変位関係，引張主鉄筋のひずみ－曲げひ

び割れ幅を，せん断試験では，せん断スパン比（a/d）を 2.0，3.0，4.0 としたせん断補強鉄筋のないＲＣは

りの荷重－変位関係，ひび割れ分布，主ひずみ方向などが得られた。さらに，コンクリ－ト標準示方書によ

る曲げひび割れ幅やせん断耐力算定式と実験結果を比較し，示方書や既研究成果による算定式が，本水和固

化体による部材にも適用可能であることを確認した。 

キーワード：鉄鋼スラグ水和固化体，曲げ耐力，せん断耐力，曲げひび割れ幅，せん断スパン比 

 

1. はじめに 

 環境負荷を低減し，循環型の社会を目指す中で，多量

の自然材料を使用してきた社会資本整備の今後のあり

方は大変重要なものとなる。高炉スラグやフライアッシ

ュなどは，セメント生成の材料として利用されており，

代表的な建設副産物の有効利用技術となっている。 

さらに，近年ではコンクリ－トの細・粗骨材への建設

副産物の適用を目指し，製鋼スラグや高炉スラグを用い

たＦＳコンクリ－ト 1)や今回対象とした鉄鋼スラグ水和

固化体の研究が行われるようになった。中でも鉄鋼スラ

グ水和固化体（以下，固化体と称す）の圧縮強度，ヤン

グ係数などの基本力学特性については，技術マニュアル
2)や既往の研究成果 3)にまとめられている。しかし，固化

体を構造部材に適用し，曲げ耐力やせん断耐力などの部

材特性を調査した研究成果は比較的少ない。 

そこで，筆者らは，固化体を用いてＲＣ部材を作製し，

曲げ耐力およびせん断耐力を静的載荷試験で調査し，曲

げひび割れ幅や最終破壊形式などの特性をまとめた。ま

た，普通コンクリ－トを対象としたコンクリ－ト標準示

方書 4)や既往の研究 5),6),7)に基づく曲げひび割れ幅，曲げ     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐力およびせん断耐力を実験結果と比較し，既往の算定

式が固化体による部材にも適用可能であることを確認

することが本報告の目的である。 

 

2. 構成材料の力学特性 

2.1 固化体 

 固化体は，結合材として高炉スラグ微粉末を，細・粗 

骨材相当の材料として製鋼スラグを用いる。 

 今回用いた固化体は，設計基準強度 f’ck を 24 (N/mm2)，

35 (N/mm2)の２水準とし，さらに，各設計基準強度に対

して，高炉スラグ微粉末，フライアッシュおよび製鋼ス

ラグの単位量が多い高粉体と標準の２配合を設定した。    

配合一覧を表－１に示す。表中の記号は配合名で，S

は標準、P は高粉体を示し，ハイフォン以後の数字は設

計基準強度に対応している。 

 次に，固化体の応力－ひずみ関係を図－１に示す。図

中の実験は，設計基準強度 f’ck=24 (N/mm2)の標準配合の

一例で，φ100 (mm)，高さ h200 (mm)の円柱供試体を用

いた。また，学会式とは，コンクリ－ト標準示方書[構造

性能照査編]において次式で定義されている 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 五洋建設（株） 技術研究所課長 博(工) (正会員) 

*2 五洋建設（株） 技術研究所部長 工博  (正会員) 

*3 ＪＦＥスチ－ル（株） スチ－ル研究所  (正会員) 

*4 新日本製鐵（株） 技術開発本部 環境・プロセス研究開発センタ－ (正会員) 

表－１ 配合一覧 
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 ここでは，係数 k1と f’cd との積は実験結果の圧縮強度

と一致するように設定した。 

 実験結果は，ピ－ク値までは式(1)と良く整合しており，

同範囲内であれば，普通コンクリ－トと同等の応力－ひ

ずみ関係を示すものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 応力－ひずみ関係例 

 

 表－２に４配合に関する圧縮強度，静弾性係数，ポア

ソン比および割裂引張強度一覧を示す。表中の材齢は，

後述する曲げおよびせん断耐力試験実施日に合わせて

実施したため，一般的な４週とは異なる。 

2.2 主鉄筋およびせん断補強鉄筋 

 曲げ耐力用試験体には，圧縮およびせん断補強鉄筋に

D13 を，引張鉄筋として D22 を用いた。また，せん断耐

力用の試験体に関しては，せん断スパン比 a/d が 2.0 の場

合だけ D22 を引張鉄筋とし，他の同スパン比では D29

を引張鉄筋として配置した。なお，せん断耐力用の試験

体には，せん断補強鉄筋は配置していない。 

 用いた鉄筋のうち，D13 と D22 の３供試体による引張

試験結果（応力－伸び率関係）を図－２および図－３に

示す。同図より，上および下降伏応力，引張強度，破壊 

強度などの力学特性が明確に得られることがわかる。試 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

験はクリップ型の変位計を標点間位置に取り付けて実

施した。また，表－３に結果一覧を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 応力－伸び率関係（D13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 応力－伸び率関係（D22） 

 

表－３ 鉄筋の力学特性一覧 

 

 

 

 

 

3. 部材耐力 

 本章では，固化体を用いて梁部材を作製し，曲げおよ

びせん断耐力を静的載荷試験で調査した。以下に，その

概要と結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※）表中の値は，３供試体の平均値を示す。 

表－２ 強度特性一覧 

コンクリ－ト 材齢 養生条件 圧縮強度 静弾性係数 ポアソン比 割裂引張強度
配合 （日） (N/mm

2
) (×10

4
 N/mm

2
) (N/mm

2
)

S-24 42 現場封緘 31.9 2.28 0.21 2.54
P-24 48 現場封緘 28.1 2.41 0.22 2.48
S-35 47 現場封緘 37.5 2.71 0.21 2.81
P-35 37 現場封緘 40.3 2.78 0.23 3.04
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 荷重P

中央変位δ

Py

Pc

δy 2δy 4δy

Pmax

計測項目 設置位置 備　　考

変位計 中央

支点
１／４支点 750mm間隔

ひずみゲージ 曲げ区間
（固化体） 引張側下面 5箇所

圧縮側上面 1箇所
ひずみゲージ 引張主鉄筋 図－５の丸数字

πゲ－ジ 側面（2箇所） 曲げひび割れ
引張側下面 幅測定

試験体名 式(3)による曲げ耐力時荷重 最大荷重
(kN) (kN)

S-35-B 143.3 150.1
P-35-B 145.0 150.440.3 133.9

37.3
29.8

最大荷重時変位
(mm)

137.535.2
(N/mm

2
)

コンクリ－ト圧縮強度 曲げ耐力時（引張鉄筋降伏）荷重
(kN)

3.1 曲げ耐力 

(1) 実験方法および検討ケ－ス 

 ここでは，固化体の設計基準強度 f’ck を 35 (N/mm2)と

して，標準と高粉体の２ケ－スとした。また，試験は中

央２点載荷とし，表－４に示す項目を計測した。なお，

図－４には構造図を，図－５には計測機器の配置を示す。 

次に，載荷は曲げひび割れ発生相当時，引張主鉄筋が

降伏応力に達した時を基準として，負荷と除荷を繰り返

し，最大荷重が明確にわかるまで実施した。なお，主筋

が降伏応力に達するまでは 0.1kN/s の荷重制御で，それ

以降は 0.6mm/min の変位制御で載荷した。図－６に概略

載荷方法を示す。ここで，Pc は曲げひび割れ発生荷重，

δy は鉄筋降伏荷重時の中央変位を示す。 

 

表－４ 計測項目一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 載荷制御（曲げ耐力） 

(2) 試験結果 

 試験結果として，荷重－中央点変位曲線を図－７に示

す（次頁）。ひび割れ発生荷重は両者ともに 27.4 (kN)で，

同一であった。引張側主鉄筋が降伏応力時（表－３の下

降伏応力）の荷重は，標準で 137.5 (kN)，高粉体で 133.9 

(kN)で，若干標準配合の方が大きくなった。 

 さらに，最大荷重については，標準で 150.1 (kN)，高 

粉体で 150.4 (kN)を示し、ほぼ同等と判断できる。 

 しかし，同荷重時の中央変位は標準で 37.3 (mm)，高粉

体で 29.8 (mm)で，じん性は標準配合の方が大きくなった。 

 表－５に曲げ試験結果一覧を示す。試験体名は表－２

に準拠し，曲げ試験を示す B を最後に付記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変位計

ひずみゲージ（固化体）

ひずみゲージ（鉄筋）

荷重計（ロードセル）

πゲージ

  2501,250 

500750

① ②
③ ④ ⑤

⑥ ⑦

図－５ 計測機器配置 

図－４ 曲げ試験体構造図 （単位：mm）

表－５ 曲げ試験結果一覧 

① 

② 
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図－７ 荷重－中央変位曲線 

 

(3) 曲げひび割れ幅および曲げ耐力の算定 

 本項では，試験結果と既往の文献に示される曲げひび

割れ幅および設計曲げ耐力算定式とを比較し，固化体に

よる部材の特性について記述する。 

 一般に曲げひび割れ幅は，以下の式(2)で算定される 4)。

ここでは，固化体の収縮やクリ－プは考慮していない。 

(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各試験体の曲げ区間に配置した代表的なπゲ－ジに

よる変位と鉄筋のひずみとの関係を図－８および図－

９に示す。同図には，式(2)で算定したひび割れ幅計算値

も併記している。計算値は，計測値と良く整合しており，

固化体による部材の曲げひび割れ幅は，普通コンクリ－

ト部材と同様，式(2)が適用可能と判断できる。 

 式(2)の縦軸は，右辺最終項の    を鉄筋ひずみと

して算定している。また，図中では弾性範囲（1,948μ）

を限度として式(2)を表示している。 

 図－８および図－９の計測値①と②は，曲げ区間の中

心下面に設置したπゲ－ジ値と中央部の図－４に示す

引張主筋（①、②）のひずみに対応した結果である。 

次に，材料試験で得られた圧縮強度，鋼材ヤング係数，

降伏応力を基に曲げ耐力を式(3)7)から算定した結果， 

標準で 143.3 (kN)，高粉体で 145.0 (kN)の曲げ耐力相当荷

重が得られた。なお，本試験体では引張鉄筋が降伏して

も圧縮鉄筋は降伏しないので，式(3)にはその影響を考慮

している。実験ではそれぞれ 137.5 (kN)，133.9 (kN)を示

し，4および 7％式(3)による計算値の方が大きくなるが，

概ね曲げ耐力も普通コンクリ－ト部材と同等に取り扱

えると推定できる。 

 

(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 鉄筋ひずみ－ひび割れ幅関係（標準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－９ 鉄筋ひずみ－ひび割れ幅関係（高粉体） 

 

3.2 せん断耐力 

(1) 実験方法および検討ケ－ス 

 せん断耐力については，固化体の圧縮強度の他にせん

断スパン比をパラメ－タとした。図－１０に載荷パタ－

ンを示す。なお，Pud は，せん断補強鉄筋を用いない棒

部材の設計せん断耐力で次頁の式(4)で算定する 4),6)。 

また，a/d が 2.0 のせん断スパン比の試験体は別途検

討したので，他のスパン比の試験体と寸法が異なる。検

討ケ－スと併せて表－６にその詳細を示す。図－１１に

-286-



( )
( )
( )

( )

　　設計せん断耐力

ない棒部材のせん断補強鉄筋を用い

部材係数

固化体設計圧縮強度

引張鉄筋断面積

幅

有効高

支点－荷重点間距離

:V
:
:'f
:A
:b

:d
:a

'f2.0f

db/AP
0.1

P100

d/1

d/a/4.175.0k

/dbfkV

cd

b

cd

s

w

3
cdvyd

wsV

n

3
Vp

4
d

bwvydnpdcd

γ

×=

⋅=
=β

⋅=β

=β

+=

γ⋅⋅⋅β⋅β⋅β×=

 

 荷重P

中央変位δ

1/3 Pud

Pc

Pmax

2/3 Pud

Pud

a/d を 4.0 とした場合の構造図を示す。なお，本試験で

は試験体両端部に 12(mm)の鋼板を取り付け，引張鉄筋の

定着を確保する方法を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１０ 載荷制御（せん断耐力） 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 試験結果 

 図－１２および図－１３に荷重・中央変位関係例を示 

す。固化体圧縮強度に関わらず，最大荷重以降せん断力 

が低下する脆性挙動を示すことがわかった。a/d が 4.0 

の場合，ピ－ク値での中央変位は，3.0 の場合に比べて 

1.6～2.0 倍程度大きくなる傾向を示した。図－１４およ

び図－１５には，破壊状況と主ひずみ方向の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ 荷重－中央変位関係① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１３ 荷重－中央変位関係② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１１ せん断試験体構造図 a/d=4.0 （単位：mm） 
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図－１４ ひび割れおよび最終破壊状況 （S-35-4） 

図－１５ 主ひずみ分布 （S-35-3） 

0

50

100

150

200

250

0 2 4 6 8 10

中央変位　δ(mm)
荷

重
 (

kN
)

S-24-3 S-24-4

0

50

100

150

200

250

0 2 4 6 8 10

中央変位　δ(mm)

荷
重

 (
kN

)

S-35-3 S-35-4

※）図中の○は最大値を示す。

-287-



試験体名 せん断スパン比 コンクリ－ト圧縮強度設計せん断耐力Pudから 最大値(実験) せん断耐力①から せん断耐力②から 最終破壊モ－ド 備　　　　　　　考

a/d (N/mm2) 算定した荷重　 (kN) Puexp (kN) 算定した荷重　(kN) 算定した荷重　(kN)
S-24-2 2.0 28.7 190.0 310.2 202.2 292.4 斜めひび割れ後，主筋の付着 幅300mm,高さ400mm

により，曲げ変形に移行した。 主筋D22の試験体
P-24-2 2.0 27.1 190.0 277.0 197.4 284.8 同　　　上 同　　　　上

S-24-3 3.0 37.2 146.8 199.0 204.2 282.4 せん断引張破壊が卓越8) 載荷点から支持点への１本
の斜めひび割れが発生。

P-24-3 3.0 28.4 146.8 210.6 186.4 226.2 せん断引張破壊が卓越 斜めひび割れが１本生じた後
鉄筋付着による荷重が増加。

S-35-3 3.0 35.9 165.8 231.8 201.8 245.4 せん断引張破壊が卓越 載荷点から支持点への１本
の斜めひび割れが発生。

S-24-4 4.0 31.9 146.8 189.4 193.8 213.2 斜め引張破壊とせん断引張 載荷点から支持点への斜め
破壊の混合 ひび割れが２本発生。

P-24-4 4.0 28.1 146.8 173.8 185.8 204.4 せん断引張破壊が卓越 載荷点から支持点への１本
の斜めひび割れが発生。

S-35-4 4.0 37.5 165.8 185.6 204.4 225.0 斜め引張破壊とせん断引張 載荷点から支持点への１本
破壊の混合 の斜めひび割れが発生。

※）試験体名のSは標準配合、Pは高粉体配合を示し、ハイフォン以後の数字は設計基準強度およびせん断スパン比を表す。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) せん断耐力の算定 

 表－６に結果一覧を示す。表中のせん断耐力①は式(4)

の係数 k を考慮しない算定値，同②は係数を考慮した算

定値を示し，a/d が 2.5 程度以下から，普通コンクリ－ト

部材では，②が実験と良く整合する傾向がある 6)。 

実験値とせん断耐力①および②を比較すると，せん断

スパン比 a/d が 2.0 の場合，係数 k を考慮した②と実験結

果は整合しており，S-24-3 は①に，S-35-3 は②と整合し

た。さらに，同比が 4.0 の場合は，①と整合すると判断

できる。P-24-3 は，荷重－中央変位曲線が他と異なった

ので考察から除外した。   

結果は，式(4)から得られたせん断耐力から算定した荷

重と実験での最大荷重を対比できるようにまとめた。 

以上から，せん断スパン比 a/d が 3.0 程度以下から普通

コンクリ－ト部材同様，同スパンの影響が，せん断補強

筋を用いない棒部材のせん断耐力に影響を与えると判

断でき，固化体による構造部材のせん断耐力についても，

同じ算定式(4)が適用可能と考えられる。 

 

4. まとめ 

 本研究によって以下の知見または課題が得られた。 

①曲げ試験では，普通コンクリ－ト部材に適用する曲げ

ひび割れ幅および曲げ耐力算定式が固化体による部材

にも適用可能である。 

②せん断耐力についても，既往の評価式が適用でき，ひ

び割れ分布，主ひずみ方向および最終破壊モ－ドも普通

コンクリ－トによる部材と同等であると推定できる。 

③せん断試験において，特に a/d が 2.0 の場合に鉄筋の付

着によって斜めひび割れ後に曲げ変形に移行し，最終破

壊モ－ドの推定も含めて他のケ－スと対比できなかっ

たので，追加検討してa/dの影響を確認する必要がある。 

④今回の静的載荷と併せて，疲労や地震による動的な力

学挙動を調査し，さらに数値解析による評価と実験結果

との比較を行うことで，水和固化体の特性を把握するこ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお,本研究は,(社)日本鉄鋼連盟が経済産業省補助 
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中で実施したものである。 
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